












































































































































































































平成26年度曽於市国民健康保険特別会計主要施策の成果及び

予算執行報告書

平成26年度曽於市国民健康保険特別会計の主要施策の成果及び予算執行について

報告します。

国民健康保険制度は，長期的な安定運営を確保していくため，逐次，法の改正が

行われ，国保財政の健全化を図りつつ現在に至っています。

平成26年度は,平成20年4月から，70歳から74歳（現役並所得者を除く）の被保険

者に係る一部負担割合など自己負担額が引き上げられたものの，国の方針により，

これまで特例措置として引き上げが凍結されていましたが，平成26年度から4月に

新たに70歳になる者から段階的に2割としました。なお，3月末までに，すでに70歳

に達している者については1割を継続しています。

医療費については，加入者の高齢化等を背景に依然として増加傾向にあるため，

生活習慣病の早期発見・早期予防を図るため，特定健康診査及び特定保健指導事業

等を充実させるとともに，受診率向上の一環で特定健診とがん検診を組み合わせた

ミニドックや30歳から39歳までの早期介入健康診査・保健指導を実施しました。

また，医療費適正化及び重症化予防のため，平成24年度から脳卒中対策プロジェ

クト事業に，平成26年度から慢性腎臓病（ＣＫＤ）対策連携事業に取り組みました。

近年右肩上がりで上昇していた医療費が，本年度は対前年度比2.5％の減となり

ました。

予算執行状況については，歳入総額6,258,223,635円，歳出総額5,980,823,690円とな

り，歳入歳出差引額は277,399,945円になったところです。しかし，単年度におけ

る実質的な収支は，前年度繰越金264,238,999円及び法定外繰入金120,000,000円,

を差し引くと106,839,054円の赤字となったところです。

今後，全国的に景気回復基調にある中，地方までの景気回復は不透明であるた

め健全財政に向けて，さらに医療費の適正化及び特定健康診査・特定保健指導の充

実に努めます。なお，被保険者の状況は，次のとおりです。

１ 世帯数・被保険者数(3月～2月分年間平均) (単位：世帯，人)

区 分
世 帯 被 保 険 者

世 帯 数 対前年度比 被保険者数 対前年度比

一般被保険者 6,632 △78(△1.16%) 11,312 △200(△1.74%)

退職被保険者 542 △62(△10.26%) 694 △118(△14.53%)

計 7,174 △140(△1.91%) 12,006 △318(△2.58%)



２ 歳入の概要

⑴ 国民健康保険税(医療分＋後期分＋介護分) (単位：円)

区 分 調 定 額 収入済額 収納率
対前年度比

収納率 収入済一人当たり

一般分(現年課税分) 837,906,715 786,546,900 93.87% △0.65%

一 人 当 た り 74,072 69,532 3,289

一般分(滞納繰越分) 218,181,253 46,723,044 21.41% 2.18%

退職分(現年課税分) 63,011,485 61,248,100 97.20% △0.10%

一 人 当 た り 90,975 88,254 △3,421

〃 (滞納繰越分) 9,264,056 2,021,681 21.82% △0.85%

計 1,128,363,509 896,539,725 79.45% 1.66%

※ 一般被保険者11,312人，退職被保険者694人

⑵ 国県支出金等(現年度分) (単位：円)

区 分 収入済額 対前年度比 増減理由

国 庫 療養給付費等負担金 1,001,998,693 △116,094,924 療養給付費減

〃 高額医療費共同事業負担金 33,234,606 996,262

〃 特定健康診査等負担金 7,013,000 △333,000

〃 調整交付金 541,643,000 △77,258,000 普通調整交付金減

基 金 療養給付費等交付金 395,504,548 45,129,384 退職療養費増

〃 前期高齢者交付金 1,405,639,520 69,335,272 療養給付費増

県 高額医療費共同事業負担金 33,234,606 996,262

〃 特定健康診査等負担金 7,013,000 △333,000

〃 調整交付金 285,456,000 △15,033,000 普通調整交付金減

連合会 共同事業交付金 826,875,768 △35,609,770 高額・保財政分減

一 般 一般会計繰入金 536,147,325 △79,370,669 法定外繰入金減

市基金 国保給付支払準備基金繰入金 0 0 基金繰入金

計 5,073,760,066 △207,575,183

３ 歳出の概要

⑴ 保険給付費

ア 療養給付費

診療報酬分であり，個人負担分を除いた額を医療機関等へ支払ったもの。

(単位：円)

区 分 療 養 給 付 費 被保険者一人当たり 対 前 年 度 比

一般被保険者 3,196,374,350 282,565 △7,223(△2.49%)

退職被保険者 228,156,350 328,756 19,714(6.38%)

計 3,424,530,700 285,235 △5,822(△2.00%)



イ 療養費

柔道整復料や補装具料，はり灸等の利用に対する直接或いは間接的な給付費。

(単位：円)

区 分 療 養 費 被保険者一人当たり 対 前 年 度 比

一般被保険者 32,278,642 2,853 △61(△2.09%)

退職被保険者 1,625,353 2,342 △477(△16.92%)

計 33,903,995 2,824 △83(△2.86%)

ウ 高額療養費

被保険者が同月内において同一医療機関で支払った額が自己負担限度額を

超えた場合に差額を給付するもの。

(単位：円)

区 分 高 額 療 養 費 被保険者一人当たり 対 前 年 度 比

一般被保険者 471,737,909 41,702 △2,481(△5.62%)

退職被保険者 39,639,620 57,118 5,034(9,67%)

計 509,282,597 42,419 △2,284(△5.11%)

⑵ 後期高齢者支援金等

後期高齢者の医療費及び事務費に係る支援分を支払基金へ拠出するもの。

(単位：円)

区 分 26 年 度 25 年 度 対 前 年 度 比

後期高齢者支援分 628,369,173 647,975,521 △19,606,348(△3.03％)

事務費拠出金 46,301 54,469 △8,168(△15.00％)

計 628,415,474 648,029,990 △19,614,516(△3.03％)

⑶ 共同事業拠出金

高額医療費及び療養給付費等に係る負担分を国保連合会に拠出するもの。

(単位：円)

区 分 26 年 度 25 年 度 対 前 年 度 比

高 額 医 療 分 132,938,424 128,953,377 3,985,047(3.09%)

保険財政安定化分 694,835,804 685,134,014 9,701,790(1.42%)

計 827,774,228 814,087,391 13,686,837(1.68%)

⑷ 特定健診・特定保健指導及び４０歳未満健康診査

生活習慣病の予防及び早期発見のために実施しました。

(単位：円)

区 分 26 年 度 25 年 度 対 前 年 度 比

特定健診等委託料 20,680,961 19,696,324 984,637（5.00％）

特定保健指導委託料 389,932 679,933 △290,001（△42.65％）

40歳未満健康診査委託料 2,067,826 1,231,370 836,456（67.93％）



項 目 受 診 状 況 等

特定健診受診者数 集団3,102人，個別206人，情報提供440人

40歳未満健康診査 集団141人

特定保健指導受診者数 動機づけ支援193人，積極的支援50人

⑸ 脳卒中対策プロジェクト事業

平成24年度から,鹿児島県の脳卒中対策プロジェクトモデル事業に取り組み

ました。

検査名 受診状況

頸部エコー検査 230人（要精密検査12人）

⑹ 健康づくり支援教室

生活習慣病予防やメタボリックシンドローム予防，生活習慣病重症化予防の

ため実施しました。

筋力アップ教室（4会場) 参加実人員120人,延人員2,240人，実施回数139回

⑺ その他 （単位：円）

項 目 決 算 額 主 な 内 容

総務費 66,072,175 人件費・事務費及び徴税費等

出産育児諸費 18,900,000 45人分(対前年度 1人減)

葬祭諸費 2,940,000 98人分(対前年度8人増)

介護納付金 308,114,204 介護保険第２号被保険者(40歳～64歳)によ

る第1号被保険者に対する支援分

保健事業費 58,778,127 特定健康診査，特定保健指導事業，温泉補

助等

諸支出金 88,828,508 保険税還付金，平成25年度療養給付費等負

担金の確定による返還金



平成26年度曽於市介護保険特別会計主要施策の成果及び

予算執行報告書

平成26年度曽於市介護保険特別会計の主要施策の成果及び予算執行について報告

します。

わが国では少子高齢化が急速に進みつつあり，21世紀の半ばには国民の３人に１

人が65歳以上という超高齢化社会の到来が予想されています。

このような中，社会全体で要介護者等を支援する仕組みとして介護保険制度が施

行され15年が経過しました。この間には見直しもなされ，介護サービスのみではな

く，要介護者抑制のために介護予防に係る事業及びサービスが進行しているところ

です。

平成26年度の当初予算の編成は，第５期計画の３年度にあたることから，介護保

険事業計画の介護度別サービス利用量計画を参考にするとともに，従来からのサー

ビスに加えて，介護保険法改正に伴い創設された，介護予防及び訪問給食サービス

等を目的とした地域支援事業に係る費用等を合せた予算を措置し執行しました。

決算の概要については，歳入総額5,186,372,685円，歳出総額5,008,128,937円で，

歳入歳出差引額は178,243,748円になりました。なお，実質単年度収支は，前年

度繰越金224,576,282円を差し引き,基金積立金244,073円を加えると46,088,461

円の赤字になったところです。

今後も予防事業や啓発に努めながら，健全財政へ向けて取り組みます。

１ 介護認定者数及び介護サービス利用者数の概要

⑴ 第1号被保険者数・利用者数・介護認定者数 (単位：人)

区 分 26年度実績 25年度実績 対前年度比
第 1 号 被 保 険 者 数 14,014 13,937 77(0.55%)

月 平 均 利 用 者 数 2,472 2,350 122(5.19%)

居 宅 介 護 サ ー ビ ス 1,095 1,051 44(4.19%)

居 宅 介 護 予 防 サ ー ビ ス 541 503 38(7.55%)

施 設 介 護 サ ー ビ ス 521 515 6(1.17%)

地域密着型サービス(介護予防) 315 281 34(12.1%)

介 護 認 定 者 数 2,995 2,936 59(2.01%)

第１号認定者数(6 5歳以上 ) 2,936 2,880 56(1.94%)

第２号認定者数(4 0歳以上 ) 59 56 3(5.36%)

第1号様式



第1号様式

２ 歳入の概要

⑴ 第1号介護保険料(65歳以上) (単位：円)

区 分 調 定 額 収入済額 収納率
対前年度比

収納率 収 入 済
一人当たり

現年度分特別徴収 620,957,600 621,753,400 100.13% △0.68

一人当たり(12,680人) 48,971 49,034 562

現年度分普通徴収 59,124,300 53,162,100 89.92% △1.29

一人当たり(1,334人) 44,321 39,852 2,604

〃 (滞納繰越分) 9,300,850 2,239,100 24.07% △0.16

計 689,382,750 677,154,600 98.22% △0.81

⑵ 国県支出金等(現年度分) (単位：円)

区 分 26年度収入済額 25年度収入済額 対前年度比

国庫 介護給付費負担金 854,864,303 809,079,779 45,784,524

〃 調整交付金 528,921,000 506,324,000 22,597,000

〃 地域支援事業交付金(介護予防) 4,339,000 3,997,250 341,750

〃 地域支援事業交付金(包括・任意) 24,568,210 21,069,695 3,498,515

〃 介護保険事業費補助金 576,000 400,0000 176,000

基金 介護給付費交付金 1,373,778,000 1,304,739,000 69,039,000

〃 地域支援事業交付金 5,719,256 3,747,000 1,972,256

県 介護給付費負担金 704,178,000 671,068,000 33,110,000

〃 地域支援事業交付金(介護予防) 2,152,069 1,995,729 156,340

〃 地域支援事業交付金(包括・任意) 12,284,105 10,534,847 1,749,258

〃 高齢者元気度アップポイント事業補助金 831,500 332,000 499,500

市 介護給付費繰入金 605,605,000 574,743,000 30,862,000

〃 地域支援事業交付金(介護予防) 2,169,500 1,986,375 183,125

〃 地域支援事業交付金(包括・任意) 11,668,695 10,454,070 1,214,625

〃 事務費繰入金 67,273,159 63,428,408 3,844,751

〃 人件費繰入金 84,151,421 77,377,014 6,774,407

個人 地域支援事業負担金 965,100 1,066,800 △101,700

計 4,284,044,318 4,062,342,963 221,701,351



第1号様式

３ 歳出の概要

総務費151,996,580円は，総務管理費87,942,088円，徴収費647,048円, 介護認

定審査会費61,656,000円,計画策定委員会費1,751,444円を支出しました。

また，その他諸費3,904,747円は審査支払手数料を支出しました。

４ 保険給付費

⑴ 介護サービス等諸費

介護利用に係る事業者報酬分及び認定者への補助。

(単位：円)

区 分 給 付 費 等 被保険者一人当たり 対 前 年 度 比

居宅介護サービス 1,386,876,234 98,964 3,803(4.00%)

特例居宅介護サービス 1,643,760 117 21(21.88%)

地域密着型介護サービス 872,800,209 62,281 6,346(11.35%)

特例地域密着型介護サービス 0 0 0

施設介護サービス 1,647,027,979 117,527 2,393(2.08%)

特例施設介護サービス 0 0 0

居宅介護福祉用具購入費 3,257,821 232 △51(△18%)

居宅介護住宅改修費 10,082,028 719 △103(△12.53%)

居宅介護サービス計画 155,778,418 11,116 581(5.52%)

特例居宅介護サービス計画 0 0 0

計 4,077,466,449 290,956 12,990(4.67%)

⑵ 介護予防サービス等諸費

介護予防利用に係る事業者報酬分及び認定者への補助。

(単位：円)

区 分 給付費等 被保険者一人当たり 対 前 年 度 比

介護予防サービス 204,194,289 14,571 645(4.63%)

特例介護予防サービス 0 0 0

地域密着型介護予防サービス 4,543,830 324 2(0.62％)

特例地域密着型介護予防ｻｰﾋﾞｽ 0 0 0

介護予防福祉用具購入費 1,584,062 113 18(18.95%)

介護予防住宅改修費 8,529,657 609 53(9.53%)

介護予防サービス計画 26,830,800 1,915 100(5.51%)

特例介護予防サービス計画 0 0 0

計 245,682,638 17,532 818(4.89%)



第1号様式

⑶ 高額介護及び特定入所者介護サービス等費の状況

(単位：円)

区 分 給付費等 被保険者一人当たり 対 前 年 度 比

高額介護サービス 113,133,450 8,073 134(1.69%)

高額介護予防サービス 165,743 12 △4(△25.00%)

高額医療合算介護サ－ビス費 21,769,063 1,553 1,049(208.14%)

高額医療合算介護予防サ－ビス費 182,457 13 9(225.00%)

特定入所者介護サービス 271,216,290 19,353 794(4.28%)

特例特定入所者介護サービス 100,370 7 7(0.00%)

特定入所者介護予防サービス 55,150 4 △5(△55.56%)

特例特定入所者介護予防サービス 0 0 0

計 406,622,523 29,015 1,984(7.34%)

⑷ 地域支援事業費は，介護予防事業，包括的支援事業・任意事業に二人分の職

員給を含めて国県補助等を受けながら事業を実施し，74,306,043円を支出しま

した。

平成26年度に実施した主な事業は次のとおりです。

ア 介護予防教室

運動機能が低下し，要支援・要介護状態に陥るリスクの高い２次予防事業

対象者を対象に２次予防事業対象者介護予防教室，生活機能評価では２次予

防事業対象者に該当しないが，運動機能の低下や閉じこもりが今後出現する

可能性がある１次予防事業対象者を対象に１次予防事業対象者介護予防教室

を実施しました。

区 分 実 施 内 容 参加者 事 業 費

2次予防事業対象者介護 市内６箇所で週２回７月から
101人 7,744,717円

予防教室 １２月までの６か月間実施

１次予防事業対象者介護 市内６箇所で週１回１月から
95人 1,719,934円

予防教室 ３月までの３か月間実施

イ 地域介護予防活動支援(ボランティア活動)事業

地域における介護予防活動を推進するため，各地域に地域支援ボランティ

アを組織し育成しながら会員の資質向上を図るとともに，補助員として介護

予防教室をフォローしてもらうことを目的に補助金を交付しました。

補助金交付先 地域支援ボランティアの登録者数 交付金額

曽於市社会福祉協議会 大隅27人，末吉44人，財部13人
1,000,000円

計84人



第1号様式

ウ 地域自立生活支援(高齢者相談窓口)事業

市内３か所の在宅介護支援センターにおいて要支援高齢者等のさまざまな

相談を受けるとともに，相談内容に即したサービス又は制度に関する情報提

供や関係機関の紹介等を行いました。

委 託 先 相 談 内 容 実態把握件数 委託料

医療法人愛誠会 介護方法・介護サービス 907件 2,814,000円

曽於市社会福祉協議会 医療・福祉器具利用 867件 2,734,000円

医療法人参篤会 住宅改修等に関する相談 1,571件 4,142,000円

合 計 3,345件 9,690,000円

エ 地域自立生活支援(緊急通報システム)事業

ひとり暮らしの高齢者及び高齢者のみの世帯に緊急通報装置を設置し，緊

急時の早急な対応を図りました。また，希望する家族等には，高齢者の家電

製品の使用状況をメール配信しました。

設置者数 個人負担金 委託先 委託料

258人 300円/月 周南マリコム(株) 11,724,416円

オ 家族介護継続支援(介護用品支給)事業

要介護高齢者の介護を行っている家族等介護用品(紙おむつ等)を支給する

ことにより経済的負担の軽減を図り，要介護高齢者の在宅生活の継続及び向

上を図りました。

支給対象者 扶助費

46人(延べ316月分) 2,273,685円

カ 訪問給食サービス事業
ひとり暮らしの高齢者等に食事を提供することにより，見守りを含めた健

康の保持や自立生活の維持を図りました。

配食者数 個人負担金 委託先 委託料

1人 ・市民税非課税 300円 末吉～(有)和升 0円

（末吉0人） ・市民税均等割のみ課税 350円 大隅～市社協 0円

（大隅0人） ・市民税所得割課税 400円 財部～(株)かかし亭 141,750円

（財部1人）

キ 高齢者元気度アップ・ポイント事業

高齢者の健康づくりや社会参加活動に対して，地域商品券に交換できるポ

イントを付与することにより，高齢者の健康づくりや介護予防の促進，社会

参加活動を通じた生きがいづくりの推進を図りました。

参加者 報償費 事業費

768人 1,663,000円 1,926,053円



第1号様式

ク 認知症対応型共同生活介護事業所の家賃等助成事業

介護認定又は要支援状態区分で要支援２の認定を受けた者を受け入れ，家

賃等の費用負担が困難な低所得者に対し利用者負担の軽減を行っている事業

者を対象として助成を行い，認知症高齢者及びその家族の経済的負担の軽減

を図りました。

対象者 助成金

92人（3月末）

市内12施設 18,205,800円

市外 5施設

⑸ 基金積立金は，介護保険基金積立金244,073円を支出しました。

⑹ 諸支出金47,905,884円は，第１号被保険者保険料還付金5,759,600円，第1号

被保険者還付加算金18,600円、介護給付費及び地域支援事業費精算による

国庫支出金8,223,053円，支払基金3,038,487円,県支出金16,482,061円の

償還金,一般会計への繰出金14,384,083円を支出しました。



平成26年度曽於市後期高齢者医療特別会計主要施策の成果及び

予算執行報告書

平成26年度曽於市後期高齢者医療特別会計の主要施策の成果及び予算執行につい

て報告します。

平成20年４月１日より，これまでの「老人保健法」の医療制度にかわって，「高

齢者の医療の確保に関する法律」に係る75歳以上（65歳～74歳で一定の障害のある

方を含む。）を対象とした後期高齢者医療制度が施行されました。

これまでの制度では，被保険者は国保あるいは社保に加入しており，自治体や社

会保険事務所等が保険者でありましたが，施行後は各都道府県ごとの後期高齢者医

療広域連合が保険者となり，保険料の制定や医療費の支払等を行っています。市町

村は，所得割と均等割を基に被保険者一人ひとりに賦課された保険料の収納と保険

証交付等の窓口業務を行っています。

予算執行状況については，歳入総額535,943,536円,歳出総額533,642,876円とな

り，歳入歳出差引額(27年度へ繰越)は2,300,660円になったところです。この繰越

額については出納整理期間中の26年度分保険料等であり，27年度会計で広域連合に

納付するものです。

１ 歳入の概要

⑴ 後期高齢者医療保険料

区 分 人 数 調 定 額 備 考

所 得 割 2,790人 217,880,002円 特別徴収保険料

均 等 割 9,135人 470,452,500円 調定額 191,825,100円

小 計① 688,332,502円 収納額 191,987,900円

９ 割 軽 減 2,587人 120,036,800円 収納率 100.08％

８．５割軽減 2,866人 125,530,800円

５ 割 軽 減 826人 21,310,800円 普通徴収保険料

５割軽減(被扶養者） 892人 41,388,800円 調定額 81,833,300円

２ 割 軽 減 461人 4,748,300円 収納額 80,964,800円

月割軽減等 101,658,602円 収納率 98.94％

小 計② 414,674,102円 1人当たり調定額

合 計①－② 273,658,400円 合計調定／9,135人＝29,957円

第1号様式



⑵ 一般会計繰入金・諸収入・国庫補助金 (単位：円 )

区 分 収入済額

市 事務費 1,804,570

市 人件費繰入金 19,784,614

県・市 保険基盤安定繰入金 238,594,092

計 260,183,276

２ 歳出の概要

⑴ 総務費

総務管理費は，人件費19,784,614円及び消耗品等の事務費1,601,390円で，

徴収費は，封筒等308,880円が主なものです。

⑵ 後期高齢者医療広域連合納付金

被保険者保険料については，特別徴収分7,448人分で192,032,300円，普通徴

収分1,687人分で80,506,400円を支出しました。

保険料軽減を補填するための基盤安定負担金は，県（3／4）178,945,569円，

市（１／４）59,648,523円の合計で238,594,092円を支出しました。

第1号様式



平成26年度笠木簡易水道事業特別会計主要施策の成果及び

予算執行報告

平成26年度笠木簡易水道事業特別会計の成果及び予算執行について報告します。

笠木簡易水道は，笠木地区・鍋地区・桂地区・牧地区の地域水道を平成26年度から平成

28年度の3年間の計画により整備を行います。

総事業費は，526,648,000円（管布設総延長19,070.8ｍ）となります。本事業が整備さ

れることにより安心・安全な水の供給が図られ，生活基盤の強化も図られます。

平成26年度事業は，管理棟建設，配水池築造，電気・計装設備の整備及び管路整備

（配水管3,642.7ｍ 導水管1,746.9ｍ）を施行しました。

当初予算額は，249,900,000円でありましたが，その後補正により最終予算額は，

227,497,000円となりました。

決算額は，歳入227,727,287円，歳出総額217,229,736円で歳入歳出差引額は，

10,497,551円となりました。

以下，決算状況について報告します。

事業の進捗状況

平成26～28年度計画 平成26年度 進捗率（％）

総事業費 526,648,000円 204,930,000円 38.9

設 計 ・ 管 理 費 38,488,000円 19,278,000円 50.1

管 理 棟 建 設 費 11,534,077円 11,534,077円 100.0

配 水 池 築 造 費 50,092,320円 42,017,320円 83.9

電気・計装設備費 80,128,323円 37,570,323円 46.9

管 路 整 備 費 346,405,280円 94,530,280円 27.3

配 水 管 17,323.9ｍ 3,642.7ｍ 21.0

導 水 管 1,746.9ｍ 1,746.9ｍ 100.0

－ 簡水１ －



平成26年度曽於市生活排水処理事業特別会計主要施策の成果

及び予算執行報告書

平成26年度曽於市生活排水処理事業特別会計の成果及び予算の執行について報告しま

す。

近年の生活様式の多様化に伴い，河川や湖沼などの汚濁は，生活排水とりわけ台所や

風呂等からの未処理の生活雑排水が大きな原因となっていることから，その適正な処理が

重要な課題となっています。

このようなことから，生活排水対策をさらに効果的に推進するため，曽於市財部町の地

域の特性に最も適した効果的かつ財政的に負担の少ない，浄化槽市町村整備推進事業に平

成14年度から着手しているところです。

事業導入から13年目の平成26年度は，設置した浄化槽の維持管理，法定検査の実施，使

用料の徴収並びに浄化槽設置工事に係る入札執行，現場指導監督に取り組みました。

平成26年度は，設置基数50基の目標を立て推進したところ，5人槽41基，7人槽7基，18

人槽1基，50人槽1基の計 50基（平成25年度59基）を設置しました。

決算の概要は，歳入総額105,826,944円，歳出総額105,193,272円となり，歳入歳出差引

額は，1,633,612円となりました。

歳入の主なものですが，分担金及び負担金8,024,520円は，歳入総額の7.5％を占め，工

事分担金が主なものです。

使用料及び手数料37,725,905円は，歳入総額の35.3％を占め，浄化槽使用料が主なもの

です。

国庫支出金13,008,000円は，歳入総額の12.1％を占め，国庫補助金です。

繰入金27,450,000円は，歳入総額の25.6％を占め，一般会計からの繰入金です。

市債17,800,000円は，歳入総額の16.6％を占め，下水道事業債です。

次に，歳出ですが，総務費35,121,083円は，歳出総額の38.9％を占め，一般管理に要し

た経費2,966,078円，施設管理に要した経費32,155,055円です。

生活排水処理事業費40,954,671円は，歳出総額の38.9％を占めています。

公債費19,732,032円は，歳出総額の18.7％を占め，地方債償還元金16,546,568円，地方

債償還利子3,185,464円です。



年度別合併処理浄化槽の設置状況 （単位：基）

人槽別 設 置 年 度 計

14～19 20 21 22 23 24 25 26

5人槽 347 43 62 40 54 50 50 41 687

7人槽 114 11 12 7 5 7 6 7 169

10人槽 16 2 1 1 1 2 23

11人槽 1 1

12人槽 4 1 5

13人槽 2 2

15人槽 1 1

16人槽 1 1

18人槽 1 1 2

19人槽 1 1

20人槽 1 1

21人槽 1 1

26人槽 1 1

30人槽 1 1

35人槽 1 1 2

40人槽 3 3

43人槽 1 1

50人槽 1 1 2

75人槽 1 1

計 497 57 76 48 61 57 59 50 905



－ 下水1 －

平成26年度曽於市公共下水道事業特別会計主要施策の成果及び

予算執行報告

平成26年度曽於市公共下水道事業特別会計の成果及び予算執行について報告します。

下水道は，生活環境の改善のみならず，河川等の公共用水域の水質を保全するためにも

重要な施設です。本市では，平成９年度より事業を開始しており，18年が経過しています。

曽於市下水道浄化センターの１期工事が完成し，平成15年度末に供用開始を行い，平成

16年度より２期区域の工事を進めながら下水道への接続を推進しているところです。

平成26年度事業は，枝線管渠4工区（管渠延長545.91ｍ）を施工しました。これにより，

幹線管渠5,090.78ｍ，枝線管渠43,093.80ｍ,管渠総延長48,184.58ｍが整備されたことに

なります。

下水道浄化センターにおいては，計画処理水質を上回る良好な運転をし，接続戸数も計

画に沿って伸びています。

当初予算額は，213,852,000円でありましたが，その後補正により最終予算額は，

202,478,000円になりました。

決算額は，歳入総額207,659,392円，歳出総額199,100,290円で歳入歳出差引額は,

8,559,102円となりました。

以下，決算状況について報告します。

事業の進捗状況

平成24年度
平成25年度 平成26年度 計

以 前

総事業費 5,462,486千円 38,000千円 21,000千円 5,521,486千円

管渠築造費 3,112,786千円 20,000千円 0千円 3,132,786千円

処理場建設費 1,989,005千円 0千円 0千円 1,989,005千円

単独工事費 360,695千円 18,000千円 21,000千円 399,695千円

整備延長 46,770.17ｍ 868.50ｍ 545.91ｍ 48,184.58ｍ

幹 線 管 渠 5,090.78ｍ 0ｍ 0ｍ 5,090.78ｍ

枝 線 管 渠 41,679.39ｍ 868.50ｍ 545.91ｍ 43,093.80ｍ

接続戸数 1,202戸 108戸 61戸 1,371戸




